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はじめに

　2019年12月以降にパンデミックと呼ばれるほど
世界的に流行した新型コロナウィルス（COVID－
19）の影響で、国境を超える出張渡航が限定的にな
り、リモートでの業務遂行や業務管理が行われる
ケースも各国で広く定着しつつある。一定の地域内
のグループ会社に対して、事業の統括や支援を行う
地域統括会社においても、従前の統括機能を改めて
見つめ直す機会も増えている。シンガポールのみな
らず、統括会社として統括優遇制度が存在するタイ
やマレーシアも含めて、各国の優遇制度の比較や統
括機能の現状について解説する。

シンガポール

　シンガポールはアセアン地域のハブとしての役割
を果たしており、周辺地域へのアクセスの容易性や
政治的な安定性、法制度・税制度の透明性や効率性
等を理由に、従前より地域統括拠点としてのイメー
ジが強い。期待される統括機能としても、経営企画
や販売・マーケティング機能のみならず、グループ
内のファイナンス（為替のコントロールや域内余剰
資金の活用・融通等）やコンプライアンス（法務や
内部統制・内部監査等）の機能を担っているケース
も少なくない。
　アセアン地域の市場としての重要性が高まる中
で、シンガポールに地域統括拠点を設置する日系
企業も2010年以降は相次いだものの、現状は2016
年頃をピークに日系企業の地域統括拠点の設置は

一巡している。

1. 統括会社機能に対する主な優遇制度
シンガポールは政府としても、外国企業を誘致し、
経済活動の生産性を引き上げることを産業政策の重
点 に 置 い て い る た め、 経 済 開 発 庁（Economic 
Development Board：EDB）等の関係当局が主体
となり、優遇税制を設けている。

A）パイオニア・インセンティブ
     （Pioneer Certificate Incentive：PC）

パイオニア・ステータスの認定を受けた企業には、
法人税の免税措置が適用される。特定製品の製造奨
励および特定サービスの発展を目的とした制度であ
るものの、原則として、政府の裁量により認定され
る（特段の数値基準等は設けられていない）。

B）開発・拡張インセンティブ
     （Development and Expansion Incentive：DEI）
パイオニア・ステータスの認定を過去に受けていた
企業や認定を受けられなかった企業を対象とする制
度である。認定を受けるにはシンガポールにおける
事業の拡張または増強等が求められ、投資額や事業
支出総額、技術・能力開発、プロジェクトの質、技
術革新の内容などの基準により認定が行われる。認
定を受けた企業は、最大5年間において、5％また
は10％の軽減税率が適用される。

シンガポール、タイ、マレーシアに 
おける統括優遇制度の現状
FAIR CONSULTING SINGAPORE PTE. LTD.
Senior Manager
道中　泰雄
FAIR CONSULTING (THAILAND) CO., LTD.
Director
子田　俊之
FAIR CONSULTING MALAYSIA SDN. BHD.
Senior Manager
松本　健太朗

道中　泰雄 子田　俊之 松本　健太朗
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C）金融財務センターへの優遇措置
     （Finance and Treasury Centre Incentive：FTC）
シンガポールに拠点を有し、域内のグループ会社に
対して財務・資金調達のサービスを提供する企業を
対象とする制度である。適格業務の提供によって得
られる（財務、資金管理、調達等）所得や配当に対
して、最大5年間において、8%の軽減税率が適用
され、また一定の取引に対する利息の源泉税が免税
される。

D）グローバル・トレーダー・プログラム
     （Global Trader Programme：GTP）
エネルギーや化学製品、農産物、消費財などの国際
貿易を中心に販売活動を行う企業で、シンガポール
をオフショア貿易活動の拠点として、経営管理、市
場開拓、財務管理、物流管理の機能を有する企業が
対象となる。オフショア貿易による適格製品の収益
増分に対して、3年間または5年間において、5％ま
たは10％の軽減税率が適用される。

2. シンガポールにおける優遇制度の活用について
　優遇税制を取得するためのハードルは決して低く
なく、政府の裁量により決定される一面もある。ま
た、シンガポールの法人税率はもともと17％と比
較的低い税率のため（部分免税やタックスリベート
があるため、実際の法人税負担率は17％よりも低
くなる場合が多い）、企業によっては申請コストに
比べてメリットが限定的な場合もある。
　一方で、もともと低い税率のため優遇制度を享受
しない場合でも、地域統括会社を設立するメリット
があるケースもあるが、人件費等のランニングコス
トの高止まりや、就労ビザ発給の厳格化による人材
不足、日本本社からの権限移譲が十分ではないこと
で迅速な意思決定が実現されないなど、いくつかの
課題も顕在化している。

タイ

　タイは古くから日系企業の進出が盛んであり、
2021年3月時点での日系企業数は約6,000社に上っ
ている。一方で、タイにおいては地域統括会社が行
う事業は外資規制の対象となっていることから、地
域統括会社はタイ国投資委員会（以下BOI）の投資
奨 励 制 度 で あ る 国 際 ビ ジ ネ ス セ ン タ ー：
International Business Center（以下IBC）を活用
して運営されることが通常である。

①IBC制度の利用実績
2019年以降のIBCの申請数及び承認数の推移は以
下の通りである。

②IBCに関する恩典制度
　IBCにはBOIの投資奨励制度により付与される投
資に関する恩典と、タイ歳入局から付与される税務
に関する恩典がある。

表 1 IBC の申請数及び承認数1
また、上記のうち、日本からの投資(承認ベース)は、2019 年に 17 件
(398MTHB)、 2020 年に 10 件(863MTHB)、2021 年に 14 件(171MTHB)
となっている。
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③タイにおけるIBCの活用について
　上記の恩典の態様から、IBCは比較的大規模な地
域統括機能を誘致する事を目論む制度であると理解
できる。一方でその利用実績は各年で数十件にとど
まり、IBCを活用した地域統括会社の設置が進んで
いるとは言えない。IBC制度自体にアセアン域内で
の地域統括機能の優位性があるわけではなく、タイ
における進出の歴史から、企業内グループ会社の国
内管理統括機能を設置すること、管理系人材が多く
育っており、管理集約化を目論んだIBCの活用、企
業内グループでの余剰資金の活用をIBC制度のもと
で行うこと、卸売事業をIBCの国際貿易センター事
業として実施する、といった企業グループのタイ事
業再編、あるいは再構築の検討の中で活用されるこ
との多い制度となっている。

マレーシア

　マレーシアは、アセアン周辺地域へのアクセスが
容易な点や、英語が広く通じること等を要因とし
て、半導体製造業を始めとする電気・電子関連分野
を中心に多くの日系製造業が進出するなか、親日国
家であることも要因にサービス業の進出も盛んであ
る。一方、地域統括拠点としての機能をマレーシア
に設置する企業数は、シンガポールやタイといった
他のアセアン地域主要国と比べると相対的に少な
い。以下で、マレーシアの地域統括拠点としての優
遇措置（プリンシパルハブ制度）の利用状況や利用

方法について解説する。

①プリンシパルハブ制度の利用状況について
　 プ リ ン シ パ ル ハ ブ 制 度 を 管 轄 す るMIDA

（Malaysian Investment Development Authority）
の発表によれば、プリンシパルハブ制度が導入され
た2015年～ 2020年において、38社が同制度の承認
を受け、投資総額は478億マレーシアリンギット、
高 付 加 価 値 業 務（high value jobs） の 雇 用 数 は
3,282人となっている。新型コロナウィルスの感染
拡大が始まった2020年に限ると承認社数は2社、投
資総額は6億マレーシアリンギット、high value 
jobsの雇用数は350人となっている。
　後述の雇用要件や必要なネットワーク企業数等を
勘案すると、比較的大規模企業向けの制度であるこ
とが想定される。

②プリンシパルハブ制度の利用要件及び優遇内容
　プリンシパルハブ制度を利用するためには、申請
企業は各種要件を満たす必要があり、申請内容によ
りTier 1またはTier 2に分類される。承認されれ
ば最大で10年間、税率が0%となる可能性もあり、
優遇税制以外でも、外資規制を受けない等の相応の
メリットが得られる制度となっている（詳細は表2
参照）。

表2　プリンシパルハブ制度の利用要件及び優遇内容
*1. 優遇税率が適用されるのは、企業が提供するプリンシパルハブ制度

の適格サービス（後述）に限られる。
*2. high value jobsは、管理・技術・専門性に優れたハイレベルで多様な

職種を指し、例えば適格サービスにおける課題解決能力やITに関す
る習熟度の高い人材が挙げられる。また、high value jobsのうち、半
数以上はマレーシア人により構成される必要がある。

*3. key positionsは、high value jobsのうち、特に戦略的な管理を担う職
位が該当する。

*4. ネットワーク企業は以下の2類型が該当する。
・ プリンシパルハブ申請企業と同一の企業集団に属する、子会社・支

店・ジョイントベンチャーを指す関連企業または事業体。
・ プリンシパルハブ申請企業と同一の企業集団には属さないものの、当

該申請企業の事業またはサプライチェーンについて、最低2年以上、
当該申請企業または当該申請企業が属する企業集団の頂点企業と契約
関係にある企業。
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執筆者氏名
道中 泰雄（みちなか やすお）
経歴

　有限責任監査法人トーマツにて、グローバル企業の
法定監査やアドバイザリー業務を行う。その後、事業会
社にて主に海外子会社の管理や内部統制の構築・整備
等に従事。フェアコンサルティングでは、クロスボー
ダーのデューデリジェンスやバリュエーションおよび会
計・税務面のコンサルティングのみならず、M&Aの
PMIや海外内部監査など幅広い支援を提供し、クライア
ントのグローバルな企業価値の最大化に貢献している。

執筆者氏名
子田 俊之（こた としゆき）
経歴

　大学を卒業後、システムコンサルティング会社および
あらた監査法人金融部において、製造業の基幹システム
導入コンサルティング、金融機関の法定監査、および金
融規制、リスク管理に関するアドバイザリー業務に従
事。フェアコンサルティンググループに入社後は、イン
ドネシアにて4年間勤務した後、現在はタイオフィスに
て勤務。タイオフィスにて、新興国における幅広い知識
と業務経験を活かし、クライアントの視点に立ったサー
ビスを提供している。

執筆者氏名
松本 健太朗（まつもと けんたろう）
経歴

　大手監査法人において、主に銀行業、メーカー等のJ
－SOX ／ US－SOX対応を含む法定監査を担当。銀行
業監査では、大手都市銀行をはじめ、政府系・地域金
融機関の監査業務にも従事。また、大型の組織再編業
務では財務DD及び監査現場マネジメント等を通して会
計領域におけるPMI支援も担い、M&A関連業務に係る
一連の知識・経験を培った。その他、外部向けセミナー
講師や、JICPAでの公認会計士育成業務に取り組むなど、
多方面での業務実績がある。

表3 各国間の主な優遇内容の比較

①プリンシパルハブ制度の適格サービス
　プリンシパルハブ制度に申請するには、適格サー
ビスを提供する企業である必要があり、以下の3類
型に分類される。

A）戦略サービス
地域統括拠点としてのネットワーク企業の資産配分、
予算管理、ROI管理等を担う戦略拠点として機能す
るためのサービス

B）ビジネスサービス
財務管理、研究開発、プロジェクトマネジメント等の
ビジネスサービス拠点として機能するためのサービス

C）シェアドサービス
研修、人事管理、財務・会計等のシェアドサービス
拠点として機能するためのサービス

最後に

　新型コロナウィルス（COVID－19）の影響のみな
らず、香港の中国化が進む中で香港の統括機能をア
セアン地域へ移管するなど、改めてグループ内での
地域統括機能について見つめ直す機会が増えている
と思われる。各企業によって、統括拠点に何を求め
るのか、どのような統括機能を統括拠点で担うのか、
統括拠点への権限移譲状況など、それぞれ異なるも
のの、シンガポールの他にタイやマレーシも含めて、
各企業で求められる統括機能について、各国の優遇
制度や税務インセンティブ等も踏まえて、検討が必
要と思われる。

＜訳注＞
1 BOI公表統計データを元に作成

5

JCCI 2022年9月月報　シンガポール、タイ、マレーシアにおける統括優遇制度の現状

1-1_220817-CS6.indd   5 2022/08/22   12:58



JC
C
I月
報
2
0
2
2
年
0
9
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
2
/0
8
/2
3
　
S
E-
2
1

　近年、シンガポールでは、外国人就労ビザの取
得が厳しくなっており、ビザ発給基準の引き上げ
が段階的に行われるなど、厳格化の一途をたどっ
ております。そのような中で、シンガポール政府
は今年の予算案発表の際に、2023年9月からは、
EPの新規取得申請にあたって、新たなポイント制
度「COMPASS （コンパス）」を導入することを発
表しました。（EP更新については、2024年9月1日
より適用）もともとEmployment Pass（EP） の取
得申請においては、給与額や学歴の個人審査があ
りましたが、新制度ではこれに加えて、新たに企
業審査も入る2段階の審査方式へと変更されること
になります。
　外国人就労ビザの取得条件に関しては、これまで
コロナ禍においても度重なる引き締めがあり、今年
9月からはEPの新規取得における最低基本月給額
が現行のS$4,500 からS$5,000 へ（金融セクターは
S$5,000 からS$5,500 へ）と引き上げられ、一般技
能労働者向け就労ビザSpassについてもS$3,000（金
融セクターはS$3,500）へと引き上げられることが
既に決定しております。そのため、今回、この最低
基準月給額の引き上げに加えて、更に新たな制度が
導入されるということは想定外の事態で、今後、多
くの企業がその対策に追われることになりますし、
経営的にも重要な影響を及ぼすことが予想されます。
　 本 記 事 で は、 こ の 新 し い ポ イ ン ト 制 度

「COMPASS（コンパス）」を解説するとともに、そ
こから派生してきそうな問題、今から準備すべきこ
とについてお伝えします。今後の人事戦略を考えて
いくうえで、少しでも参考になれば幸いです。

これまでのビザトレンド

　シンガポールでは、これまでも毎年のように何ら
かのビザに関する引き締めはありましたが、2017
年以降は外国人雇用の規制が一段と厳格化されまし
た。これは、政府の掲げる「Strong Singaporean 
Core」の指針に基づき、シンガポール人を中心と
する労働力基盤の確立に向けた政策が次々と打ち出
されたことによるもので、その一つに「Watch 
List」の導入があります。
　Watch List（ウォッチリスト）とは、企業規模に
応じて段階的に審査され、各業界セクターの中で外
国人雇用比率の高い企業がそのリストの対象となり
ます。そして、一度要注意企業としてリストに掲載
されてしまうとEPの新規ビザ発給や更新が差し止
められ、シンガポール人雇用促進に向けた業務改善
策の提出が求められるなどの厳しい措置が敷かれま
す。政府の狙いとしては、就労ビザ取得のハードル
を上げ、増えすぎた外国人労働者数を抑えると同時
に、組織内の外国人比率を見張ることで、シンガ
ポール人の雇用を守り、さらには彼らの賃金の引き
上げを図りたいというところにあります。
　現在もその取り締まりは続いていますが、Watch 
Listというよりは、新規ビザ申請時に審査が入り、
My Careers Future（官営求人サイト）での求人掲
載内容に不正がなかったか、そのポジションにどう
しても外国人が必要なのか、ということの説明のた
めに追加書類の提出等を求められたりするケースが
増えています。

更 な るビ ザ 厳 格 化 の 行 方 ～ 新 ポ イント 制 度
「COMPASS」導入に向けて今から準備すべきこと～

JAC RECRUITMENT PTE. LTD.
Sales and Marketing Manager
永見　亜弓
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　また、新型コロナウイルスの流行による煽りを受
け、失業率が上がったことを重く受け止めた政府
は、自国民の雇用確保に向けた動きを一段と強化す
る政策・制度改定を実施しました。中でも、昨年、
配偶者ビザであるDependant Pass（DP）保持者の
就労に関して、これまでの就労許可証「Letter of 
Consent（LOC）」の新規発行が中止となったこと
は、多くの日系企業の人員体制にも影響を与えるこ
とになり、様々な波紋を呼びました。
　その後調整が入り、現在ではDPの方は「Work 
Permit」を申請することで再び就労できるように
なりましたが、今までのLOCにはなかった企業側
で取得できる人数枠に制限があることや、高額な人
頭税（S$250－600 ／月程度）が発生することから、
これまでのようにDPの方をパート人材として雇う
という選択が気軽には出来なくなりました。
　このような政策が打たれたこともあり、この2年
間で新規の就労ビザ発行数はさらに減り、シンガ
ポールの人口自体も570万人から545万人へと減少
しました。その減少の多くは外国人労働者であると
言われています。

　また政府公表のデータによると、シンガポール人
の月の賃金の中央値は年々上昇しており、年前と比
べると約44％アップしていることがわかります。
失業率についてもコロナ禍で一時的に増加したもの
の、基本的には3％前後で推移しています。これ
は、政府の狙い通りの結果を描くことができている
と言えるのではないでしょうか。

新ポイント制度「COMPASS」の導入

　このような中、政府はこの度、来年9月からは、
EPの新規取得審査にあたって、新たなポイント制
度「COMPASS （コンパス）」を追加導入すること
を発表しました。（EP更新については、2024年9月
1日より適用）
　「COMPASS」とはComplementarity Assessment 
Frameworkの略語で、個人と企業の両方の観点か
ら審査するEPの新たな審査基準になります。もと
もとEPの取得審査においては、給与額や学歴の個
人審査があったのですが、これに加え、新たに企業
審査も入る２段階の審査へと変更する形になります。
新制度では、「給与」・「学歴」・「国籍の多様性」・

「ローカル人材の雇用比率」の4項目の基準で評価

EP・Spass発行数推移1

シンガポール人賃金上昇率2

シンガポール国民の失業率推移2

EP取得のための最低基準額推移1
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1 され、それぞれの項目の期待値に対する達成度に応

じて、20、10、0ポイントのいずれかが付与されます。
　各審査項目の基準を満たすことで得られるポイン
トの合計得点でEP取得の審査をする仕組みとなり、
EPの申請には、このポイント制度において合計40
ポイント以上を取得する必要があり、併せて最低月
給額の基準を満たすことが申請条件となります。
　尚、COMPASSの免除対象者も明確化されてお
り、候補者が以下の条件のいずれかを満たす場合、
COMPASSの適用が免除されます。

・月給20,000ドル以上の固定給の人
（Fair Consideration Framework の
MyCareersFuture掲載免除規定と同様）
・ICTの人
・短期間（1 ヶ月以内）の職務の人

審査項目：
「基礎基準」と「ボーナス基準」の2種類。さらに
基礎基準の中に、2つずつ基準が設けられています3。

　　　　　　　審査項目における評価基準：

評価ポイント：

　各項目における基準にベンチマークが課されて
おり、その達成において、目標以上＝20ポイント、
目標到達＝10ポイント、未達＝0ポイントの評価が
下されます。また、追加項目として、シンガポール
政府が人材不足と認める職種では20ポイント、特
定のイノベーションや国際化活動に携わるのであれ
ば10ポイントがボーナスポイントとして加算され
ます。
　各企業がどのセクターに当てはまるのか、同業他
社比較はどれが基準になるのか等の詳細については
2023年9月 ま で に 現 在 のSelf-Assessment Tool

（SAT）に代わるPre-Assessment Tool（PAT）が
リリース予定で、そこでCOMPASSで何ポイント
獲得できるかの確認が可能となります4。また
COMPASSの不足職種リスト（Shortage Occupation 
List ：SOL）も、2023年3月までに三者評価委員会
の審査が終了した時点で発表される予定です。

※ローカル PMET とは Professionals, Managers, Executives and 
Technicians の略で、専門職、管理職、経営幹部、技術職の総称で、
月収 S$3,000 以上が対象となります。
ローカルPMETが25人未満の中小企業はC ３，C4のポイントを10点も
らえます。

# PMET に占める候補者の国籍の割合が 3 分の 1 以上の場合、C5 のスキルボーナスは +10 に減少する。
* PMET 従業員が 25 人未満の小規模企業では、C3 および C4 はデフォルトで 10 点満点となる。
PMET は月収 3,000 ドル以上の従業員が対象
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「COMPASS」導入で予想される影響、
今から準備できること

　このCOMPASS導入により、EPの取得における
政府の審査は、今までの申請者の個人審査のみだっ
たところから、企業審査が追加されることになりま
すが、個人項目のみで40ポイントを獲得すること
が難しいことから、企業側の環境整備が不可欠と
なってきます。このことがシンガポールでビジネス
を行う日系企業に及ぼす影響は大きく、弊社でも多
くの企業から本件に関するお問合せやご相談をいた
だいております。企業にとっては外国人雇用のハー
ドルがさらに上がることになり、採用計画の見直し
や社内体制の整備など、各企業へのインパクトの大
きさを痛感しております。

〇予想される影響〇

1. 新規EP申請、EP更新ができなくなる
企業によってはこの審査基準を満たすだけの条件が
足りず、新規EP取得や既存スタッフのEP更新を
断念するというケースも出てくるのではないかと思
います。現に今までも度重なるビザ取得条件の引き
締めにより、既にこうしたケースは出てきており、
弊社にご登録いただく求職者の中にも、こうした理
由で転職せざるを得なくなったという方が増えてき
ております。

2.日本人永住権保持者（PR）・シンガポール人の
ニーズの高騰
日系企業の間では、現時点でもビザ取得のいらな
い日本人永住権保持者（PR）および日本語を話す
シンガポール人に対する人材ニーズはすでに高い
のですが、来年以降はさらに高まることになり、
それに伴い給与水準の上昇や人材の争奪戦が予想
されます。

3.今まで以上に現地化が進む
本制度が国籍の多様性、ローカル雇用の促進をう
たっていることから、今後、駐在員ポジションのリ
プレイスメントなどをめぐっては、ビザが必要な人

員から少しずつローカル人材へとシフトしていくこ
とが予想されます。それに伴い、今後は優秀なロー
カル人材の幹部育成が重要なカギとなってくること
でしょう。

4.他国へのシフト
シンガポールの人件費の高騰やビザ厳格化により、
業務の一部や会社自体を他国に移す、という動きも
活発になってくると思われます。

〇今から準備できること〇

1. 既存スタッフのリテンション対策
ローカル人材の市場ニーズが高まる中、スタッフ
の離職を食い止め、人材の定着を図るためにも、
今一度、適切な評価制度、給与設定、平等なキャ
リアパス等を見直し、自社スタッフの流出防止対
策に取り組んでおくことが重要です。また、コロ
ナのパンデミック以来、働き方の柔軟性やワーク
ライフバランスを重視する傾向が強くなってきて
いますので、リモートワークと出社を併用するハ
イブリッド勤務体制への移行など柔軟に検討して
いく必要も出てくると思われます。最近では、既
存スタッフが持ってきた他社からのより良いオ
ファーに対し、カウンターオファーを出して何と
かスタッフのリテンションに成功したというお話
をいくつかお聞きしておりますが、事前に対応し
ておく方が安心かと思います。

2. 業務の見直しと今後の人員計画の策定
現在の業務を見直し、生産性や業務効率化を図りつ
つ、ビザが必要な人員から少しずつローカル人材へ
とシフトしていくことも今からできる準備の一つで
す。今後、ビザの変化に動じることなく事業が継続
できるような体制を整え、国籍や人種にとらわれな
い仕事の割り当てや仕事の仕方を推進して組織改革
を進めていく必要が出てくるでしょう。
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＜訳注＞
1 https ://www.mom.gov .sg/passes -and -permits/
employment-pass/upcoming-changes-to-employment-pass-
eligibility/updates-to-ep-qualifying-salary

2 https://stats.mom.gov.sg/Pages/Income-Summary-Table.
aspx
　https://stats .mom.gov.sg/Pages/Unemployment-
Summary-Table.aspx

3 https ://www.mom.gov .sg/passes -and -permits/
employment-pass/upcoming-changes-to-employment-pass-
eligibility/complementarity-assessment-framework-compass

4 https://www.mom.gov.sg/faq/compass/can-i-find-out-
more-information-on-how-my-ep-application-will-fare-on-
compass

3.経営現地化、権限委譲
経営現地化を待ったなしで進めざるを得ないと考え
る企業においては、支援元となる日本本社との連携
強化、現地法人事情への理解・支援のために一歩踏
み込んだ調査・考察が必要となってきます。駐在員
を代替できる水準の現地幹部育成に向けてのプロセ
スなどは、もちろん現地法人側の努力だけでは限界
があり、日本本社内の英語対応力強化も必要となっ
てきます。ただ、本社側の言語環境が整えば、日本
語縛りがなくなり採用の自由度も増しますし、本社
とのコミュニケーションが必須となる現地幹部人材
が力を発揮し活躍してもらうためにも有効ですの
で、今後はこれらを視野に入れた準備が必要となっ
てくることでしょう。
　最後に、これまで多くの企業からお話を伺う中
で、現地化がうまくいっている企業とそうでない企
業を比べてみると、下記の点に大きな違いがあるこ
とを感じます。

現地化に成功している企業の特徴
― 企業としての方向性、ポジションにおける役割
と責任が明確
― 権限移譲ができている
― 判断のスピードが速い
― ローカルマネジメントを採用している
― 給与、人事制度がしっかりしている
― リテンションができている

　弊社では過去35年にわたり、各社それぞれの課
題、問題に対し、人事、ビザ面で一緒に解決のお
手伝いをさせていただいております。近年の度重
なる外国人雇用の引き締めは前代未聞で、困惑さ
れている企業様も多いのではないでしょうか？少
しでもお力になれたらと思っておりますので、ど
んな小さなことでもお気軽にご相談いただけまし
たら幸いです。

執筆者氏名
永見 亜弓（ながみ あゆみ）
経歴

安田女子大学文学部卒業。2007年JAC Recruitment
入社。
日系・外資系企業担当のコンサルタント、2012＆
2013年の年間MVP受賞、2013年より日本人部門の
マネージャーを経て、2018年より営業マーケティング
マネージャーとして各企業へ訪問し、国籍問わず、採
用周りの人事関連の課題解決、ビザ情報などを提供し
ている。
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はじめに

　近年では「サステナビリティ」「ESG」「SDGs」
などの言葉を見聞きしない日がないといっても過言
ではないくらい、それらは非常に重要な概念になっ
てきていると言えます。業種を問わずどのような企
業にとっても、それらを自社の経営戦略に織り込
み、実践していくことが事業の永続の為に必須と
なってきています。
　本稿では、その中でもそれらの取組を資金調達の
観点から後押しできるESGファイナンスの概要や
活用方法についてご説明した上で、APACにおけ
る日系企業の検討状況にフォーカスして記載させて
いただきます。また、既にESGファイナンスにつ
いて解説している書籍などは多く出版されているの
で、詳細の解説はそちらに委ね、本稿ではできる限
りAPACの日系企業のお客さまとディスカッショ
ンを重ねてきた経験を踏まえたよりリアルな現状に
ついてご共有できればと考えております。

企業としてのESGへの取組意義

　本題に入る前に、そもそも企業としてESGに取
り組む意義について触れておきたいと思います。表
1に記載のような様々なステークホルダーからの
ESGに関する要請・ニーズがあり、それらに応え
ていくことができるかどうかが、企業の永続性に大
きく影響してくる環境になっています。

ESGファイナンスとは

（1）ESGファイナンスの概要と活用方法
ESGファイナンスは一言で申し上げると、「企業の
ESGの取組を資金調達の面でサポート」する手法
です。大きく分けると以下の3つの効果が期待でき
ます。

①ESGへの取組に関する対外的PR効果
ESGファイナンスを活用する企業が期待する効果
として最も多く挙げられるのがこちらです。企業と
してのESGの取組は企業ホームページやサステナ
ビリティレポート、統合報告書などでPRされる
ケースが多いですが、ESGファイナンスの取組は
そのPR効果を更に強めることができます。

②資金調達窓口の拡大
投資家や金融機関は表1でも少し触れた通り、永続
性とリターンの高さが期待されるESGに先進的な
取組を行う企業に対するファイナンスに積極的で

ESGファイナンスの活用方法と
APACにおける日系企業の検討状況

SUMITOMO MITSUI BANKING CORPORATION
Executive Director
山田　隆太郎

表1：各種ステークホルダーからのESGに関する要請・ニーズの一例1
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1 す。他方、各種規制やレピュテーションリスクを踏

まえて、相対的にESGに後進的な企業に対する
ファイナンスに消極的にならざるを得なくなってき
ています。そういった背景をもとに、投資家や金融
機関のESGファイナンスに対する取組意欲が高
まっており、結果として企業にとっては資金調達窓
口の拡大につながり得ます。

③企業のESGの取組を動機付け
例えばESGファイナンスの一つであるサステナビ
リティ・リンク・ファイナンスでは、ファイナンス
契約の中に企業のESGに関連するKPIを織り込み、
その達成状況に応じて金利などの経済条件を変化さ
せるように設計します。企業のESGに関連する
KPIを達成することが、直接的に資金調達条件の改
善や維持につながることから、ESGファイナンス
が直接的に企業のESGに対する取組を動機付けす
ることになります。

（2）ESGファイナンスの種類
ESGファイナンスと一般的に呼ばれるものは、「グ
リーンファイナンス」「ソーシャルファイナンス」

「サステナビリティファイナンス」「サステナビリ
ティ・リンク・ファイナンス」「トランジション
ファイナンス」に大別されます。それぞれについて、
Loan Market Associationなどが原則（Principles）
を公表していて、その原則に則った形で設計されて
いるものが対外的にESGファイナンスとして認め
られることになります。
それぞれのファイナンスの主な特徴について以下簡
単に説明します。

①グリーンファイナンス
資金使途特定型のESGファイナンス。資金使途が
グリーンなプロジェクトに充当される場合に活用可
能。（例：再生エネルギー、グリーンビルディング、
EV関連など）

②ソーシャルファイナンス
資金使途特定型のESGファイナンス。資金使途が
社会的な貢献のあるプロジェクトに充当される場合

に活用可能。（例：マイクロファイナンス、アフォー
ダブルハウスなど）

③サステナビリティファイナンス
資金使途特定型のESGファイナンス。資金使途が
グリーン・ソーシャル双方に充当される場合に活用
可能。

④サステナビリティ・リンク・ファイナンス
資金使途不特定型のESGファイナンス。一般的な
運転資金需要などにも活用可能。企業のESGに関
連する取組やESG格付などをKPIにしてファイナ
ンス契約に織り込み、そのKPIの達成状況に応じ
て金利などの経済条件を変動させるような仕組みを
組み込むことで、企業のESG活動を後押し。

⑤トランジションファイナンス
低炭素化を促進する観点から、現状ではグリーンと
いえない企業であっても、将来的にグリーンに移行
するという明確な目標を掲げている企業の資金調達
を促進することを目的とするファイナンス。

（3）ESGファイナンスのマーケット
以下グラフ1･2をご覧いただいた通り、グローバル
ベースでESGファイナンスのマーケットは急激に
拡大しています。絶対額で見るとAPACは世界全
体の5.8%程度と小さいものの、それでも急激に拡

図1：ファイナンス類型のイメージ2
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大していることが見ていただけると思います。ま
た、グラフ3のAPACにおける業種別の取組状況を
見ると、不動産・電力・金融が相対的に多い状況で
す。これは（4）にて後述しますが、これらの業種
が比較的グリーンファイナンスを取り組みやすいこ
とが背景にあります。

（4）ESGファイナンスの取組検討に向けて
ESGファイナンスの取組検討に向けて、ヒントにな
り得る情報をいくつか記載いたします。
①一般的に取り組みやすいプロジェクト
上記（3）でもあったように取組実績には業種に
よって多少の偏りがあります。ESGファイナンス
は幅広い企業・資金使途で検討が可能ですが、特に
以下のようなプロジェクト・業種は実績も多く検討
しやすいと言えます。

1. グリーンビルディングプロジェクト
ビルオーナーにとっては、グリーンビルディング認
証を取得することが、優良なテナントを誘致するに
は不可欠になってきており、多くのプロジェクトで
グリーンビルディング認証が取得されています。
マーケット慣習では、一般的に有力なグリーンビル
ディング認証の上位2位程度の認証が取得できてい
れば、その物件に対するファイナンスにはグリーン
ファイナンスの活用が可能と言われています。

2. 再生エネルギープロジェクト
電力事業者のみならず、製造業・商社など、幅広
い業種で再生エネルギープロジェクトの取組が進
んでいます。太陽光・風力・水力・地熱・バイオ
マスなど、プロジェクトによっては考慮すべき点
はあるものの、これらのプロジェクトは比較的グ
リーンファイナンスが活用しやすいプロジェクト
と言えます。

3. EV（電気自動車）関連プロジェクト
EVやその部品の製造に関する設備投資、EV販売
促進のための販売金融・リースに係る資金需要に
対してもグリーンローンが活用しやすいと言われ
ています。

4. 金融業全般
上記1 ～ 3のようなプロジェクトに対するファイナ
ンスのバックファイナンスに対してもグリーンファ
イナンスによる調達が検討できます。また、マイク
ロファイナンスや低所得者に対するファイナンスの
バックファイナンスにソーシャルファイナンスを活

グラフ1：グローバルベースのESGファイナンスマーケット3
　単位：USD/billion

グラフ2：APACのESGファイナンスマーケット4　
単位：USD/billion

グラフ3：2021年　APACにおける業種別 
ESGファイナンス取組状況5　
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②業種別KPI事例（図2）
サステナビリティ・リンク・ファイナンスにおけ
るKPIに関して、過去の実績を基に業種別でよく
設定されているKPIを簡易的に一覧にまとめまし
た。個別の企業の取組によって、設定すべきKPI
は変わってきますので、あくまでご参考までにご
覧ください。

（5）ESGファイナンスの留意点
上記(3)に見たように、近年はESGファイナンスが
世界的に急拡大していますが、一方で、ESGファ
イナンスを取組むリスクも顕在化してきています。
投資家や金融機関のみならず、取引先や消費者、
NGOなどによる「グリーンウォッシング*」等に対
する監視はますます厳しくなってきており、具体
的にはグリーンローンで調達した資金がグリーン
プロジェクト以外に充当されている、サステナビ
リティ・リンク・ローンのKPIが野心的でないな
どの指摘も出てきています。取組の検討に当たっ
てはこれまで以上に金融機関や第三者評価機関な
どとの密な連携が非常に重要になってきています。

（*うわべだけ環境保護に熱心に見せること）

APACにおける日系企業の取組について

（1）APACにおける日系企業の動向
①最近の動向と今後の見通し
APACにおける日系企業によるESGファイナンス
の取組は、公表されているもので5件程度と、まだ
片手で数えられる程度しかないのが現状です。基
本的に海外の現地法人子会社であるAPAC日系企
業は、ESG戦略のような経営マターを主導できる
立場になく、日本の親会社からの指示やKPI設定
を待っているケースが非常に多いと感じています。
ただし、この1年で親会社にてESGに関する取組
を急加速している企業も多く、この数年内に多く
のAPAC日系企業が具体的な指示やKPIに基づい
て取組を求められるようになると想定しています。
実際に、多くのAPAC日系企業がESGに関連する
情報収集を積極化させています。
さらに、APACの国々の環境に対する取組や目標
設定も欧米対比で遅れていましたが、昨年の
COP26を境に各国の取組やコミットも強まってい
ることから、APACにおける日系企業もそれぞれ
の国の方向性に沿った形でESGに関連する取組を
強めていく必要が出てきています。

図2：KPIのマッピングサマリー 6
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こういった環境を踏まえ、今後はAPACの日系企
業においても、ESGの取組を資金調達の面からサ
ポートするESGファイナンスの取組が積極化して
いくのではないかと考えています。

②アンケート結果から読み取れる意識の高まり
APACの日系企業のお客さま約400名にご参加い
ただいたESGセミナーにてご回答いただいたアン
ケートの結果を一部ご紹介します。以下グラフ4は

「サステナビリティに関する海外現地法人としての
貴社の取組のうち、当てはまるものをお聞かせく
ださい」といった設問に対する回答です。（有効回
答者数157名、複数回答可）88名56％のお客さま
が現地法人レベルでは「特に取り組んでいること
はない」という回答であったものの、逆に半数近
くのお客さまがサステナビリティに対する何らか
の取組を行っている、または検討しているという
結果でした。ESGファイナンスに関しては、27名
のお客さまが「取組を検討している・実績がある」
を選択されていて、足元の意識の高まりがここか
らも見て取ることができます。

（2）APACにおける日系企業の取組検討時のネック
APACの日系企業において、ESGファイナンスの検
討に当たってネックになりやすいポイントは、「実
行・管理の手間」「プライシング」「追加コスト」

「親会社との整合性」です。それぞれについての具
体的なネックや対応事例などを以下に記載します。

①実行・管理の手間
通常のファイナンス対比で多少の追加的な負担が
あるのは事実です。ただし、ローンを前提にした

場合、ESGローン契約書は通常のローン契約書に
いくつかの項目を付け足すのみであり、年次で必
要になるレポーティングについても原則に則って
いる範囲であれば一定程度簡素化できる可能性も
あります。まずはどの程度追加的な負担がかかる
のかを具体的に確認してみる必要があるかもしれ
ません。

②プライシング
一般的にはサステナビリティ・リンク・ファイナ
ンスのKPI達成時の金利変動以外は、通常のファ
イナンス対比でプライシングには直接的には影響
しません。ただし、最近は投資家・金融機関が
ESGファイナンスに対する需要を高めていること
から、今後は通常ファイナンス対比でのプライシ
ングの優位性が出てくる可能性も考えられます。
または、逆にESGファイナンス以外の通常のファ
イナンスによる調達コストが今よりも上がる可能
性も考えられますので、どちらにしても今のうち
からESGファイナンスを検討しておくことは意義
があるかもしれません。

③追加コスト
第三者評価機関に「ファイナンスが原則に則って
いるかどうか」や、「レポーティングの正確性」に
ついて第三者意見（お墨付き）を得る際にコスト
がかかります。
原則上は、第三者意見が必須になるのはサステナ
ビリティ・リンク・ファイナンスの「レポーティ
ングの正確性」に対してのみですが、「ファイナン
スが原則に則っているかどうか」の判断に対する
第三者意見の取得も強く推奨されており、金融機

グラフ4：ESGセミナーアンケート結果
「サステナビリティに関する海外現地法人としての貴社の取組のうち、当てはまるものをお聞かせください」7

（有効回答者数157名、複数回答可）　
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執筆者氏名
山田 隆太郎（やまだ りゅうたろう）
経歴

　1983年兵庫県生まれ。2005年大阪大学経済学部経
済・経営学科を卒業し、三井住友銀行に入行。大阪に
て10年間の法人営業経験、東京にて法人向けソリュー
ション提案サポートなどの経験を経て、2020年9月よ
りシンガポール勤務。APAC域内日系顧客向けソリュー
ション提案のサポートを実施する中で、ESGファイナン
スを含むESG関連提案にも多く関与している。

関によってはそれを必須としているケースも多い
です。ファイナンスの規模が小さい場合は、コス
トの占める割合が相対的に高くなってしまうこと
から、ESGファイナンスが活用されることはあま
り多くありません。
例えば、ESGファイナンスのAPACにおけるHUB
を目指すシンガポールには、一定の条件のもとに
第三者評価機関向けのコストを補助金で補填する
ことができる複数の制度（Green and Sustainability-
Linked Loans Grant Schemeなど）がありますので、
それらの活用を検討することでコスト負担を抑え
られるかもしれません。

④親会社との整合性
特にサステナビリティ・リンク・ファイナンスを
検討する際のKPI設定時にネックになりやすいの
ですが、親会社のESG戦略との整合性が取れずに
KPI設定を見送るケースもあります。親会社が全
社的なKPIを設定しておらず、子会社でKPIを設
定することが難しいというケースや、親会社が対
外的に具体的な目標を掲げていない中で、子会社
が具体的な目標をKPIとして開示して、サステナ
ビリティ・リンク・ファイナンスを取組むことは
できないという判断です。
ただし、相対のローン契約であれば貸手である金融
機関と借手である企業の間のみの情報のやり取りと
なり、開示の範囲は借手の判断に委ねられますの
で、開示の範囲を限定的にすれば、取組を検討する
ことは可能です。最近ではそもそもグループ全体と
して、または海外子会社としての具体的な目標設定
が進んできており、それをサステナビリティ・リン
ク・ファイナンスのKPIとして活用しやすい素地
は整ってきていると感じています。

さいごに

　ESGファイナンスは、単なる資金調達の手段の
一つというよりは、企業にとって非常に重要に
なってきているESG戦略を後押しすることのでき
る有効なツールです。本稿が皆様のESGファイナ
ンスのご理解に少しでもお役に立てば幸いです。

（本稿は筆者の個人的な見解であり、必ずしも筆者
の勤務先であるSMBCの見解を反映したものでは
ありません。）

<訳注>
1 弊行作成
2 Loan Market Association & International Capital Market 
Association の資料を基に弊行作成
3 Bloomberg NEF
4 Refinitiv
5 Refinitiv
6 公開情報に基づき弊行作成
7 弊行によるお客様アンケート
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デジタルCXのトレンド

　コロナ禍からの回復基調にある中、物理的世界と
デジタル世界の境界線は、かつてないほどに曖昧に
なってきている。というのも、コロナ禍によって顧
客との物理的接点を持つことができなくなり、世界
中の企業がパンデミック環境によってもたらされた
新しいルールに適応することが必要になった。その
結果として、デジタル生存競争が加速されたからで
ある。
　顧客側のデジタル行動変化も、本来想定されてい
たスピード感よりも数年単位で加速されたと言われ
ており、デジタル領域を含む顧客体験への期待値が
上がり続けている。現代において、消費者の77％
は、商品・サービスそのものと同じくらい、顧客体
験を重視していると言われている。ここで重要なの
は、新しいデジタル顧客体験は同業界他ブランドと
の比較で評価されるのではなく、世界をリードする
デジタルサービスプロバイダーが設定する基準に照
らして評価されること。同業他社よりもデジタル顧
客体験に秀でていること自体は、顧客観点からは大
きな優位性にはならなくなった。
　デジタル化という文脈では、オペレーション領域
での効率改善が議論されることが多いが、デジタル
顧客体験の強化も看過できない論点となっている。

グローバル市場

　2022年に約1.5兆円とされている顧客体験マネジ
メント市場規模は、2029年には4.2兆円に達すると

言われており、年率16.2%の成長が期待されてい
る。コロナ禍によって、オフライン市場での投資落
ち込みが見られたものの、それを補ってあまりある
オンライン市場での成長があったため、顧客体験マ
ネジメント市場全体への影響は皆無だった。また、
上述の通り、消費者の消費行動は根本的に変化して
いる中、企業がオフラインとオンラインをまたいだ
オムニチャネルでシームレスな体験強化に継続的な
投資を行うことは規定路線となっており、そのよう
な企業によるAI・AR（拡張現実）の採用がさらに
市場拡大を加速させることになる。
　企業による取り組みは、顧客体験ソリューション
への投資に限ったものではなく、顧客体験を社内プ
ロセス・評価システムでの新基準として設定すると
いう潮流も加速している。実際、40%の企業が意思
決定プロセスの1つとして顧客体験が活用され、
75%の企業が評定やインセンティブ算出基準として
顧客体験へのフィードバックを採用しており、ま
た、85%の企業が管理職や一般従業員に対して顧客
体験向上に向けたトレーニングを実施しているとい
う統計結果も存在する。
　コロナ禍によって、これまでオフラインチャネル
で購入していた生活必需品をオンラインでの購入に
切り替えることになった消費者のうち60%が、今
後もオンライン購入を継続と言われており、パンデ
ミックによる消費行動の変容は、一時的なものでは
なく、今後も継続・進化することが期待される。ま
た、特に家計管理・旅行予約、また電気・水道・ガ
スといったライフライン管理などにおいては、オフ
ラインの代替としてのオンラインではなく、消費者

ASEAN市場におけるデジタル CX
(Customer Experience) 広がりと課題

YCP SOLIDIANCE PTE. LTD.
Managing Partner, Southeast Asia Regional Manager
粕本　晋吾
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ている。
　また、顧客体験のデジタル化は、B2C領域に限っ
たものではなく、B2B領域においても顕著なトレン
ドとして現れており、B2B EC市場規模は2028年ま
で年率18.2%の成長が見込まれている。伝統的な
B2B産業にあり、デジタル化とは無縁な環境にあっ
た企業ですら、コロナ禍によりウェブサイト構築に
着手したという事例も多数存在する。

ASEAN市場

　ASEAN市場は、接続性の向上・政府主導の刺激
策・テクノロジーの向上・企業による研究開発投
資・デジタルネイティブ消費者層の増加などを背景
に、デジタル顧客体験拡大における世界的なリー
ダーシップを取れる立場にあると言われている。デ
ジタル顧客体験マネジメント市場も、2020年から
2027年まで年率17.1%という急速な成長を見込まれ
ている。このような市場成長への期待は、域内マネ
ジメント層59%が、顧客体験マネジメントへの投
資を加速させると答えていることにも裏付けされて
いる。また、アジア全体では、5G接続・デジタル
通貨導入・エッジデバイス・IoT・AI・スマートシ
ティ領域において、グローバル全体の研究開発費
50％、出願特許80％以上を占めており、デジタル
化の最前線となっている。
　一方、ASEANにおける最大の課題は、人材不足
だと言われている。アジア全体では、2016 ～ 2018
年にかけて、グローバルにおける科学・テクノロ
ジー・工学・数学系分野での卒業生の76%を輩出
しており、世界的なデジタル人材プールとなってい
る。しかし、その優秀なデジタル人材のほとんどが
北米・ヨーロッパに奪われており、シンガポール
人・マレーシア人・フィリピン人・インド人のデジ
タル専門家の約70%が、既に域外で働いているか、
将来的に域外で働く計画があるという。
　このような環境下にあり、域内企業マネジメント
層は、デジタル化推進に際して、旧態依然とした既
存社内システム刷新の遅れと並んで、組織内のスキ
ルレベルの欠如を最大の懸念事項として挙げてお

り、域内企業のデジタル領域での成功を阻む主要因
となっている。テクノロジー・ソリューション・シ
ステムへの投資だけではなく、組織内人材への適切
なデジタルトレーニングを提供すること、また、デ
ジタル化を推進できる人材獲得に一層注力すること
が緊喫の課題となっている。

各産業における動向

＜EC産業＞
　顧客体験デジタル化の中心的位置を占めるのは間
違いなくEC市場である。ECプラットフォーム市
場は、Lazada・Shopee・Tokopediaといった東南
アジアECプラットフォームの成長・成熟によって
牽引され、2015年から2019年の年間平均成長率が
62%に達するという驚異的な成長を遂げた。この成
長はコロナ禍により一層加速され、2019年から
2020年にかけて市場は63 ～ 97％成長したと言われ
ている。その浸透率は、域内消費者56%が、週一
度以上の頻度でオンラインショッピングを行ってい
るというデータにも現れている。
　このような急激な市場成長を背景に、消費者のオ
ンラインショッピングにおいては無数の選択肢が準
備されるようになった。パソコン・モバイルといっ
たデバイス選択から、ウェブサイト・アプリという
媒体選択、メーカー公式EC・ECプラットフォー
ム・小売店ECというプラットフォーム選択がます
ます多様化する中で、複数チャネルをまたいだ顧客
体験の最適化が優先課題となっている。さらに事態
を複雑にしているのが、ソーシャルメディアの変容
であり、ソーシャルメディアはプロモーションの場
としての位置付けから「ソーシャルコマース」と呼
ばれるEC販路としての意味合いを強めている。
　消費者の消費行動変容やEC物流エコシステムの
構築により、EC市場は全体として、今後も継続的
に拡大することは間違いない。一方、各企業として
は、上述の選択肢の多様化を背景に複雑性を増して
いる顧客体験が、消費者の購買意思決定の阻害要因
となっていることを認識すべきであり、これまで通
りの断片的かつ普遍的な顧客体験の改善施策展開か
ら離れて、消費者のショッピング体験のシームレス
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な統合やパーソナライズされたオファー提供を通し
て、目当ての商品発見と購入意思決定をより簡易に
する施策が重要になる。
　また、顧客体験のデジタル化に際して見逃されが
ちなのが、カスタマーサービス領域である。最先端
のシステム・ソリューションを導入したところで、
商品選択と購入プロセス途中で問題に直面すること
は避けられず、そこでいかに迅速かつ柔軟なカスタ
マーサービスを提供できるかが肝になる。オフライ
ンチャネルではショップ店員に期待されていた機能
を、オンラインチャネルでどのよう補完するのかと
いう論点であり、AI活用が最も期待できる領域の1
つとなっている。

＜ヘルスケア産業＞
　コロナ禍は、テレヘルス（遠隔医療）が世界的
に普及するきっかけになった。ASEANにおいても、
特にシンガポール・タイを中心に、今後も継続的
に拡大すると言われている。テレヘルス領域は、
オンライン診療だけに限定されず、モバイルヘル
スアプリの浸透も進んでおり、域内70%の患者が
自宅での健康管理のためにモバイルアプリを活用
している。
　テレヘルス領域においても、さらなる浸透に向け
てはパーソナライズされたサービス提供が重要と
なっており、具体的には、患者ごとの事情に鑑みた
カスタマイズドコミュニケーションおよびアラート
機能の進化に重きが置かれている。また、将来的に
は、物理的に病院・医師が存在しない地域での医療
アクセス拡大を可能にすることが期待されている。

＜金融産業＞
　現段階における銀行サービスのデジタル化は、オ
ンラインバンキング機能を活用した送金・着金管理
という最も簡単な金融アクションを実行するために
デジタルチャネルを使用していることに過ぎない。
今後は、銀行口座開設、ファイナンシャルアドバイ
ザーへの相談、ローン手続き、クレジットカード申
請など、より複雑なサービスにおける顧客体験デジ
タル化が期待されている。
　ただ、完了までに多くのステップが必要となる複

雑なトランズアクションにおいては、オンライン
チャネルに限定したソリューション提供では超えら
れない障壁が多く存在するため、オフラインサービ
スと連動した顧客体験設計が肝となる。
　また、ASEANでは、総人口のうち約5分の1が
銀行口座以外のバンキングサービスを享受していな
い、つまり、金融商品の取り扱いがないことはもち
ろ ん、 ク レ ジ ッ ト カ ー ド を 保 持 し な い
Underbanked状態にある。銀行へのアクセスが普
遍的になっている他地域と異なり、銀行からのサー
ビス提供を期待できない状況にあるからこそ、多く
のデジタル金融サービスプロバイダーが市場参入し
ており、不足しているサービスを補完する役割を
担っている。
　具体的には、Stripe・Venmo・Revolutなどといっ
た財務管理や決済を行うための代替的な第三者決済
サービスが急成長している。また、タイでは、主要
銀行が早くからQRコード決済によるユーザー間

（C2C、B2C、B2B）の簡単な相互決済サービスを
導入したことで、QRコード決済がキャッシュレス
エコシステムの標準となっている。

デジタルCX注目領域

＜パーソナライゼーション＞
　今後、企業・ブランドとの初めての接点が、デジ
タルチャネルで提供されるケースが増えていくこと
は間違いなく、購買プロセスだけではなく、潜在顧
客と初めて接触した時点においてもパーソナライ
ゼーションが担保されていることが重要になる。
　一方、顧客がかつてないほどデジタルに精通する
ようになったことで、企業・ブランドとの接点・や
りとりに対する期待も高まっている。テーラーメイ
ド体験を設計するために分析すべき顧客データは、
かつてないほど大量かつ多様になっているが、AI
技術を活用することにより、膨大な顧客データから
有益なインサイトを抽出し、顧客に合わせたパーソ
ナライズド提案を提供することは以前よりも容易に
なった。今後、企業間の競争優位性の源泉は、この
ような顧客データを活用して、企業がどれだけ顧客
のことを理解しているか、それがどのように顧客体
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提供になると推察される。これまで顧客ロイヤリ
ティ向上活動の中心を担ってきた、普遍的なルール
が設定されたポイントプログラムの重要性は相対的
に下がっていくことは間違いない。
　新しいビジネスモデルを追求する企業の多くは、
最終消費者とのより強い関係構築に焦点を当ててい
る。定期購読サービス・有料会員サービス・ワンス
トップエコシステムなどアプローチは様々である
が、より詳細な顧客データをより安定的かつ大規模
に収集することによって、顧客ロイヤリティを維
持・向上させるという目的は一貫している。

＜AI＞
　顧客体験ソリューションにおけるAIの役割は、
膨大なデータを整理・分析することを通して、消費
者の将来行動予測を可能にすること、そして、行動
予測に基づくパーソナライゼーション提案を可能に
することになる。
　上述の通り、パンデミック以降、顧客によるロイ
ヤリティ定義が変わったと言われている。より重要
視されることになったのは「目に見えない便益」、
つまり、「企業がどれだけ顧客を理解しているか」

「より深い顧客理解がどのように顧客体験反映され
ているか」である。実際、デジタルチャネルでの消
費者40％が特定企業・ブランドに対するロイヤリ
ティを形成する最大のポイントとして「問題解決に
役立つ企業」「ショッピング体験を容易にする企業」
を挙げていることにも現れている。
　このようなロイヤリティ構築・強化施策展開の上
で不可欠なのがAIである。AIを活用することによ
り、企業は顧客との会話を分析し、顧客ペインポイ
ントを理解することができ、それぞれの顧客固有の
問題を解決するために、テーラーメイドのソリュー
ションが生み出すことが可能になっている。
　カスタマーサービスにおいても、AIは重要な機
能を担っている。顧客93%が企業・ブランドに対
して24時間以内の返信を、顧客89%が24時間以内
の問題解決を期待していることに鑑みると、AI活
用はカスタマーサービス対応のスピードアップと効
率改善につながる。また、AIは多様な言語が存在

するASEAN地域で特に有用になる。AIを通して、
企業はローカル顧客に適した言語で対話することが
できるため、顧客は自身の問題点をより効果的に伝
えることができ、企業による理解深化や適切な解決
策提案に資する。
　アジア全体でのAI関連支出は、2025年には約4.2
兆円に達し、2020年から2025年の年間平均成長率
は25.2％になると予想されている。この成長を牽引
するのはB2B向けプロフェッショナルサービス領
域で、その中でも、顧客問題解決を支援するカスタ
マーサービスソリューションとなっている。

＜メタバース・AR・VR＞
　メタバース・AR・VRに代表されるバーチャル
コマーステクノロジーは、オンラインショッピング
を次のレベルに引き上げると言われている。これま
で、消費者が店舗に足を運んで包括的なショッピン
グ体験を得ることに対して、デジタルチャネルは主
に購買プロセスに特化した役割を担ってきた。EC
が拡大するにつれ、消費者はデジタルチャネルにお
いても、単に購買するだけではなく、物理的な世界
によくある相互作用や感情を再現するショッピング
体験を期待するようになっている。
　多くのブランドは、効果的な顧客データ収集のた
めの、より多くのバーチャル接点の構築、さらに
は、ブランドエクイティを強化することを主目的と
するバーチャルコマーステクノロジー活用に着手し
てきたが、直近では、より売上貢献につながる活動
に移行しつつある。代表的な事例として、バーバ
リーはモバイルゲーム上でNFTコレクションを提
供したり、コカコーラはNFTコレクションを初め
てオークションにかけたりしたことが挙げられる。
　一方、バーチャルコマーステクノロジー領域全体
としては、美容・ファッション企業が最も積極的に
取り組んでいる。これは、商品・サービスそのもの
がパーソナルな性質を有していること、バーチャル
テクノロジー導入効果がより直接的にイメージされ
やすいことなどに起因している。 
　もちろん今後は、商品自体を3Dで可視化するこ
と、店舗環境を仮想で再現することなどのバーチャ
ルコマーステクノロジー採用が、業界を限定せずに
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進むと考えられ、オフラインとオンラインの相互作
用の橋渡し役となることが期待されている。拡張現
実を用いてモバイルカメラ上で再現された実寸サイ
ズの家具を表示することで、特に大型家具購入時の
採寸手間を省き返品率を減少させただけではなく、
使用シーンをリアルに想起させることで顧客の購買
意欲を高めたというIKEAはその代表例であろう。
　現在までに、大手B2Cブランドの64％が、この
ような没入型体験（immersive experiences）への
投資を開始しており、10年前のソーシャルメディ
ア立ち上がり期と同様、5年以内にはほぼ全てのブ
ランドが没入型体験を活用した販売・プロモーショ
ン施策を展開することになっているだろう。

サマリー	

　コロナ禍によって半ば強制的に加速された購買行
動・顧客体験のデジタル化トレンドは、今後も不可
逆的に継続されることは間違いない。また、欧米日
地域に比べると従来手法が未成熟だったこと、域内
にデジタルネイティブ世代を多く抱えること、数少
ない成長市場としてグローバル企業の投資を集めて
いることなどに鑑みると、ASEAN地域での広まり
はより顕著なものになるだろう。大量データを収集
できるプラットフォームを有すること、大量データ
を効果的に分析できる仕組みがあること、分析結果
に基づき迅速に改善策を実行できること、そして、
それらのデジタル顧客体験強化に向けた一連業務を
担える社内人材を採用・育成できることなどの観点
での取り組みを強化し、適切なデジタル顧客体験を
提供できるかどうかが、今後のASEAN市場での成
功の鍵を握ると言っても過言ではないだろう。

おわりに	

　YCPグ ル ー プ で は、2011年 創 業 以 来、 日 本・
ASEAN・中華圏を中心に世界17拠点・コンサルタ
ント300名を有し、市場調査・戦略・オペレーショ
ン・マーケティング・M&A領域でのマネジメント
サービスを各地で展開している。東南アジア地域を
統括する立場にある私は、毎年100件を超える域内

ビジネスに関する相談を受けている。
　東南アジアでのビジネス展開に際しては、良くも
悪くも成熟している日本国内事業との関連におい
て、いかに日本での成功モデルを再現するのかが主
論点となることが多い。成熟市場たる日本で確立さ
れた事業ノウハウを域内に持ち込むことによって、
成功確率を高めることが期待され、大半の事業領域
での正攻法であり続けている。
　一方、本文で述べたCXを含むデジタル領域にお
いては、そのようなアプローチが通用しなくなって
いる。というのも、デジタル化の波は国の発展状況
に関らず東南アジアにも一様に押し寄せており、日
本に追随する流れではなく、日本と同じか、一部の
領域では日本に先行する時間軸で進行しているから
である。
　そもそも、デジタル領域では従来の仕組みに囚わ
れない柔軟な発想が求められるものの、東南アジア
においては、現地市場から学び、日本に先駆けた先
行事例を作るという一層のゼロベース思考が肝要に
なると考えている。

執筆者氏名
粕本 晋吾（かすもと しんご）
経歴

2006年 京都大学 法学部 卒業
2006年 P&Gジャパン株式会社 マーケティング本部 
2009年 P&G International Operations Pte. Ltd.  
(シンガポール) マーケティング本部
　YCPグループ マネージングパートナー｜東南アジア
統括責任者。P&Gでは、ヘアケアおよびヘアスタイリ
ングカテゴリーのアジア地域ブランドマネージャーとし
て、東南アジア地域でのビジネス責任者を務める。YCP
創業に参画後は、幅広いカテゴリーでの製品開発/プロ
モーション開発／販路開拓などを支援するハンズオン型
マーケティングコンサルティング事業に従事した後、現
在は、東南アジア地域統括責任者として、主に日系企業
の新規進出および既存事業マネジメントに係る、ファイ
ナンス／マーケティング／オペレーションなど様々な側
面からのワンストップソリューションを提供。
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1 7月－8月 JCCIイベント写真

7月21日　「NWCガイドライン説明会」及び「2022年JCCI賃金調査結果報告会」

8月22日　第1工業部会「夕食懇親会」

8月2日　広報委員会

22
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Eメール送信サービスのご案内

シンガポール日本商工会議所では、広報支援サービスの一環として、会員企業へ各社の製品・サービス
や事業をEメールでご案内頂くことができる下記「Eメール送信サービス」を実施しております。
各社、ご案内を希望される際には、ぜひご利用頂けますと幸いです。

記
＜サービス概要＞
費　用：S $200.00（1配信／ GST込み）※配信前に費用（小切手もしくは現金）のお支払いをお願いいたし
ます。
お支払い頂きました後、翌日から3営業日以内に配信いたします。
配信日・時間：平日（土・日・祝・休館日を除く）、9 〜 16時
配信数：約2,200通（2022年8月末現在）
その他：JCCI会員のみ利用可。

＜サービスご利用の流れ＞
①info@jcci.org.sg（担当： Doris）まで、本サービスのご利用希望の旨、ご連絡下さい。
②事務局より「お申込書及び請求書」をEメールで送付いたします。
③「お申込書及び請求書」に必要事項をご記入頂き、お支払の小切手とあわせて、ご返送下さい。
④ 配信用の原稿をテキスト、もしくはワードでお送りください。尚、PDFファイルを添付頂くことも

可能ですが、サイズは1.5MB以内にご調整下さい。（ファイルのサイズが大きいと受信頂けなくなる
可能性がございます。）

⑤申込書のご提出及びお支払いが完了した時点で、テストメールをお送り致します。
⑥テストメールをご確認頂きました後、メール配信をさせて頂きます。

＜注意事項＞・ご利用の際には、「Standard Guidelines for use of JCCI Email Service」
（ https://www.jcci.org.sg/wp-content/uploads/2019/05/Standard-Guidelines-JCCI-E-mail-service.pdf ）
に同意頂く必要がございます。

Eメールアドレス　ご登録・ご変更等のお願い

拝啓　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より弊所活動にご支援・ご協力を賜り、誠にありがとうございます。
　シンガポール日本商工会議所では、Eメールを通じて、セミナーや視察会の他、機関紙「月報」（電子版）
のご案内、JCCI基金活動のご紹介など、幅広い情報をお送りさせて頂いております。
法人会員の皆様におかれましては、複数の方のEメールアドレスをご登録頂き、事業へご参加頂けますと幸
いです。（何名様でもご登録頂けます。）
 敬具

記
＜新規登録方法＞
・ご登録をご希望のEメールアドレスを、info@jcci.org.sgまでお送りください。
　メールの件名には「Eメール新規登録」とご記入下さい。

＜登録変更方法＞
・ 現在、ご登録頂いているEメールアドレスと、新しく送付先にするEメールアドレスを、info@jcci.org.sg 

までお送りください。
　メールの件名には「Eメール登録変更」とご記入下さい。

＜登録削除方法＞
・削除を希望されるEメールアドレスを、info@jcci.org.sgまでお送りください。
　メールの件名には「Eメール削除希望」とご記入下さい。

＜本件担当＞　JCCI事務局（担当：Doris）　E-mail : info@jcci.org.sg　Tel : 6221-0541
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September, 2022
編集後記

　月報をご覧の皆さま、9月号はお楽しみ頂けましたか？　執筆者の方々をはじ
め関係各位の多大なるご協力を得て今回も無事お手元にお届けすることができ
ましてほっとしています。誠に有難うございました。
　2017年末に広報委員に就きまして以来、これまで数度編集後記を担当しまし
た。そのうちの1回である2019年8月号を振り返ると、丁度その頃は新たな元
号の「令和」の響きに慣れた時期で元号に込められた思いである「人々が美し
く心を寄せ合う中で文化が生まれる」が叶うべく、健やかで、穏やかな生活が
送れることを切に願う思いを書きました。今春あたりからコロナが収束の気配
を見せつつも、少なからず拡大の傾向が見える国々もあり、又、ウクライナ情
勢の長期化による世界経済の不確実性が高まっています。良い意味でこのマイナスの予想が裏切られ、元号への思いが本当に叶う日が来
るのを信じています。
　さて、本号では、シンガポールをベースにアジアで事業展開する企業にとって頭が痛いビザ取得難化の問題、コロナ禍を経て再定義が
必要な統括機能の在り方、企業の社会的課題への取組がますます重要視される状況を表すESGファイナンス等　目まぐるしく変わる事業
環境のタイムリーな話題を取り上げました。アジアで事業を展開する企業にとって示唆に富むものと思いますので、是非ご参考にして頂
けますと幸いです。
　コロナの落ち着きとともに4月からようやく出張が再開しました。ワクチン接種をしていればほぼ従来と同じように往来ができます。
コロナ禍の影響でDX化が加速し仕事の進め方が大きく変わり、リモート対応の選択肢が充実しつつありますが、やはりビジネスは人と人
が築くもの、顔を合わせて得られる情報は量と質が充実しており、改めてin-personは不可欠であると実感しています。健康に、元気に、
安全に、楽しく動き回れることは本当にかけがえのないことです。末筆になりますが、皆様のご健勝を願っております。
� （編集後記担当：KAJIMA�OVERSEAS�ASIA�PTE�LTD　佐藤�紀之）

発行
JAPANESE CHAMBER OF COMMERCE & INDUSTRY, SINGAPORE
10 Shenton Way #12- 04/05 MAS Building Singapore 079117
Tel: 6221 - 0541   Fax: 6225 - 6197
E- mail: info@jcci.org.sg　Web: http://www.jcci.org.sg

編集
TOUBI SINGAPORE PTE.LTD.
138 Robinson Road #18-03 Oxley Tower Singapore 068906
Web: http://www.toubi.co.jp/

印刷
adred creation print pte ltd 
Blk 12 Lorong Bakar Batu #01-01 Singapore 348745
Tel: 6747 - 5369   Fax: 6747 - 5269
Web: http://www.adredcreation.com/

〇名前：友金�健一（ともがね�けんいち）
〇出身地：兵庫県西宮市
〇在星暦：4年5か月（2018年4月～）
〇会社名：FUJI�OIL�ASIA�PTE.�LTD.
〇仕事内容：�東南アジア・東アジアにおける経営戦略立案、プロジェクト�マ

ネジメント、経営者のマネジメント意思決定支援
〇趣味：�ローカルグルメ探索（最近はローカルによるGoogle�Map書き込み

レビューを参照）
〇シンガポールのお気に入り：�東南アジア発ユニコーン企業のアプリ

（Carousell,�Grab,�Traveloka）、�安心・安全。
〇読者の皆様へ：�4年間広報委員会を務めさせていただきありがとうございま

した。普段接点のない業界の話を知れるきっかけがJCCI広
報誌でした。思い立った時にパッと見られるJCCIウェブサ
イト内の月報バックナンバーは大変便利です。アクセスでき
る方はご活用いただければ幸いです。

〇名前：佐藤�紀之（さとう�のりゆき）
〇出身地：大阪府吹田市
〇在星歴：4年9月（2017年11�月～）
〇会社名：KAJIMA�OVERSEAS�ASIA�PTE�LTD
〇仕事内容：�アジア地域8ヵ国（シンガポール、ベトナム、マレーシア、タ

イ、インドネシア、フィリピン、インド、ミャンマー）における
建築営業統括業務

〇趣味：�ゴルフ
〇シンガポールのお気に入り：�暑過ぎない常夏の気候と色々な文化圏の食事が

手軽に楽しめるところ
〇読者の皆様へ：�広報委員一同より良い月報作りに励んでいます。お楽しみ頂

けますと幸いです。

左：友金　右：佐藤

＜2022年10月号月報　掲載予定記事一覧＞
① ASEANと日本におけるMaaS（Mobility as a Service）
　～ラストマイル交通の可能性～
　WILLERS PTE LTD　中馬 明日香
② フィリピン外資規制改正の潮流
　NAGASHIMA OHNO & TSUNEMATSU SINGAPORE LLP 坂下 大
③Embedded Insurance（組込み型保険について） 
　TOKIO MARINE ASIA　木村 弘
④BEPS2.0 の第2の柱
　『新たなグローバル・ミニマム課税ルールの策定』について
　ERNST & YOUNG LLP　西岡 利晃

※ タイトル及び記事内容については、執筆者の都合により変更される場合が 
あります。
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シンガポール日本商工会議所HP（https://www.jcci.org.sg/）トップページ

サービスご利用の流れ

info@jcci.org.sgへ
本サービスご利用
希望の旨をご連絡
ください。

自社のホームページへの誘導ができ、
アクセス数のアップが望めます

申込書をご記入いた
だき、掲載内容を
確認いたします。

バナー広告の掲載
確定後、請求書
（E-invoice）を
お送りします。

宣伝効果メリット

1

年間申込時には月々SGD165（GST別）
と非常に安価（B12P11利用時）
※1月当たりSGD180（GST別）で
　1か月単位での利用も可

費用対効果メリット

2

SEOの効果メリット

3

ダイレクトに情報発信しませんか？

WEBバナー広告

大募集　

バナーの規格：PNG・GIF　サイズ：360 x 116px

会員の皆様の事業・商品PR情報を掲載！

B12P11とは？
（Buy 12 months & Pay 11 months）

年間契約で1か月分無料！

お得な
特典

B12
P11
キャンペーン
実施中

自社の検索ランキングを
上位にあげることができます

JCCIのホームページは、月あたり約20,000ビュー！

広告掲載エリア

JCCI事務局（担当：リンゴ）
お気軽にお問い合わせください。

info@jcci.org.sg本件担当 E-mail
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